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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

58,218

(R4実績)
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↗
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61,546

(R5実績)
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62,648

0

↗
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年／

年度
数値

県民の移動と地域間交流を支える鉄道の活性化を図るため、

鉄道の利用者数を指標として設定し、利用状況を踏まえて目標

値を設定

鉄道の安全・安定運行を維持するため、重大事故の発生件数

を成果指標に設定し、発生させないよう目標値を設定

達成

達成

年／

年度

達成

状況
目標値設定理由

達成目標

（☆印が付いているものは主要目標）

☆公共交通機関利用者数

実績 実績 推移

単位

千人

No. 施策分野（施策の総合的展開名）
目標

年／

年度
数値

2026

(R8)
100,00087,086

数値

2024

(R6)
91,092

直近３か年の状況
年／

年度
数値

2023

(R5)

2022

(R4)
82,180

①

③

千人

件

鉄道利用者数

鉄道施設の老朽化、設備不良

に起因する重大事故の発生

推移

④特別高圧受電事業者電気料金負担軽減事業

単位
R5年度 R6年度

No. 指標名
R7年度

目標値

・原油・原材料価格の高騰等による経費負担を軽減するため、特別高圧契約の地域鉄道事業者に対し、電気の使用実績等に応

じた支援を実施

・鉄道路線の安全性向上のため、必要な設備整備に対して支援

・移動円滑化による利便性向上のため、鉄道駅におけるスロープ設置等の事業に対して支援

・地域鉄道の利便性向上・利用促進のため、交通系ICカード導入に対して支援

・各路線の沿線自治体等で構成する活性化組織に参画し、利用促進や要望を実施

②北陸新幹線の建設促進

・沿線都府県で構成する「北陸新幹線建設促進同盟会」により、北陸新幹線の敦賀以西における早期着工、早期開業を国等に対

して要望

・早期全線開業の啓発のため、「北陸新幹線建設促進同盟会」により、建設促進に関する調査研究及び広報等を実施

E-mail kotsu pref.nagano.lg.jp

事　業　名 鉄道振興対策事業費
部局

企画振興部

交通政策局
課・室 交通政策課

実施期間 S42 ～

事業番号 02 09 02 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・県内地域鉄道事業者は、新型コロナウイルス感染症の影響から回復しつつあるものの、依然厳しい経営環境にあることから、行政と

して、安全・安定運行の維持のための設備投資への十分な支援が必要。

・北陸新幹線については、大阪までの全線開業によって整備効果が完全に発揮されることとなり、県民の利便性向上に加え、経済・

観光等に大きな効果が期待されるが、敦賀～新大阪間は未着工の状態。

・鉄道の安全・安定運行を維持する等の取組を支援し、県民の移動と地域間交流の手段を確保する。

・県民が北陸新幹線の開業効果を享受するため、北陸新幹線の早期全線開業を促進する。

①県内鉄道における安全・安定運行の維持と利便性の向上

89,078 1,447,715 401,482 1,154,506 4.0

③脱線事故を踏まえたしなの鉄道緊急安全対策に係る支援

・令和５年６月に発生したしなの鉄道の脱線事故を受け、再発防止のための緊急安全対策として、レール、マクラギ、トンネルなどの

軌道・土木設備や、電線、通信線、踏切制御設備などの電気・通信設備に係る修繕に対して支援

公共交通の充実をはじめ移動の利便性・快適性

の向上
1-4①

R7年度

実績

3.0

R6年度 64,583 474,243 669,893 1,208,719 464,758 476,303 4.0

R5年度 91,415 506,450 88,791 686,656 310,082 593,384

714,413 644,224R7年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

↗ 達成状況 達成

事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

鉄道振興対策事業費 部局 交通政策課

→ R7年度推移 →

・県内各鉄道路線の利用者数については、インバウンド客の増加等によりある程度増加しているものの、コロナ前までの水準には完全に

は戻っておらず、更なる増加、利便性向上に向けた取組が必要である。

・安心安全を確保するための鉄道施設の設備整備については、令和５年にしなの鉄道において発生した脱線事故も踏まえ、事業者に

対し設備整備の必要性の精査を行うよう求め、県はそれに対する十分な支援を実施することが必要である。

鉄道施設の老朽化、設備不良に起因する重大事故については、各鉄道事業者において、安全性を担保するための鉄道路線の点検

や安全性向上のため必要な設備整備を実施したことにより、前年度に引き続き未発生となった。

国内移動需要の回復及びインバウンド観光客の増加等や、県内各鉄道路線（JR、民間鉄道）の沿線自治体等で構成する活性化

組織において、啓発、広報、利用促進活用を実施したことも要因となり、前年度に比べ増加した。

事業番号 02 09 02

R7年度推移

事　業　名 課・室

・原油高騰の影響を受け厳しい経営環境にある特別高圧を受電する地域鉄道事業者（長野電鉄㈱、しなの鉄道㈱）の負担軽減と

運行の確保を図るため、運転用の動力に要する経費（令和７年１～３月分、７～９月分)を支援した。

・北陸新幹線沿線都府県で構成する「北陸新幹線建設促進同盟会」を通じて、敦賀以西の早期開業を国等に求める要請活動

（R7年度は５月に実施）や、関西向けの詳細パンフレットの作成、公式SNSによる情報発信、関西での機運醸成イベントなどを開催

した。

③脱線事故を踏まえたしなの鉄道緊急安全対策に係る支援

・脱線事故の再発防止のための緊急安全対策として、レール、マクラギなどの軌道・土木設備や、電車線・通信線、踏切保安装置など

の電気・通信設備に係る修繕に対して支援を実施した。

(2) 事業改善の方策

・県内鉄道路線の利用者数増加や利便性向上に向けて、県も各路線の沿線自治体等で構成する活性化組織に加わり、沿線自治

体等関係者との連携を強化していく。具体的には、各路線の活性化を目的とするイベントなどについても継続して実施し、昨年の実施

結果を踏まえた内容の見直し・工夫をするなど、利用者増につながる取組の更なる充実を図る。

・利便性の向上と地域交通のシームレス化を図るため、Suica等の交通系ICカードの導入経費に対して引き続き支援を行う。

・県主催の「長野県JR連絡調整会議」において、各沿線協議会における利用者数増加や沿線活性化のための新たな取組の後押しと

なるよう、JR各社と沿線関係者との間で、線区の現状の情報共有や先駆的取組の意見交換を行う。

・鉄道事業者が行う鉄道の安全性確保、駅舎のバリアフリー化のための設備に対する十分な支援となるよう、昨年に引き続き、７月等

早い時期から必要となる事業の確認を行うとともに、必要に応じて聞き取りや調査を複数回実施する。

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題

指標 ③ 達成状況 達成鉄道施設の老朽化、設備不良に起因する重大事故の発生 R6年度推移

指標 ①

①県内鉄道における安全・安定運行の維持と利便性の向上

・地域鉄道事業者（長野電鉄㈱、しなの鉄道㈱、上田電鉄㈱、アルピコ交通㈱）が行う、車両更新、マクラギPC化、鉄道橋梁補強

等の鉄道の安全性を確保するために必要な設備整備や維持修繕に対して支援を実施した。

　また、事業効果の早期発現を図るため、追加で支援を決定した。

　（県補助総額：434,164,000円　追加分：翌年度に繰越）

・長野電鉄附属中学前駅における視覚障害者誘導ブロックの敷設を支援した。（625,000円）

・しなの鉄道㈱が行う交通系ICカード導入におけるシステム開発費および設備整備費を支援した。（383,173,000円）

②北陸新幹線の建設促進

④特別高圧受電事業者電気料金負担軽減事業

鉄道利用者数 R6年度推移 ↗

企画振興部

交通政策局



8
しなの鉄道緊急安全対策支援事業

補助金

脱線事故を踏まえ、しなの鉄道が緊急安全対策として実施する修繕に対して支援補助金

補助額：242,666千円（レール、マクラギなどの軌道・土木設備や、電車線・通

信線、踏切保安装置などの電気・通信設備のに係る修繕）

9
特別高圧受電事業者電気料金負担

軽減事業

原油価格高騰等の影響による経費負担を軽減するため、特別高圧を契約する地

域鉄道事業者に対し、電気の使用実績等に応じた支援金を支給補助金

補助対象：２者、補助額：17,838千円（前年度繰越分含む）

6 大糸線活性化協議会負担金

大糸線活性化協議会の構成員として、啓発、広報、利用促進活動を実施負担金

総会・活性化事業の実施：総会１回出席（５月）、定期券購入費助成 22

件、大阪駅における大糸線PRイベント（９月）等

負担額：500千円

7 大糸線利用促進事業

令和６年３月の北陸新幹線の敦賀延伸を契機としてＪＲ大糸線の本格的な利

用促進に取り組むため、沿線市町村とともにバス増便や旅行商品の造成等を実施負担金

謎解きイベント（８月～12月）、旅行商品の造成（10月）、大糸線特設サイト

「いとしの大糸線」開設、増便バス実施　等

鉄道・バス便数：18便（2023年度）→24便（2025年度）

負担額：13,000千円

4
大糸線利用促進輸送強化期成同盟

会負担金

大糸線利用促進輸送強化期成同盟会の構成員として、要望活動、啓発、広報、

利用促進活動を実施負担金

総会・要望活動の実施、総会１回出席（４月）、JR東日本㈱及びJR西日本㈱

に対する要望活動（１月、２月）

負担額：150千円

5
中央東線高速化促進・定時性確保

広域期成同盟会負担金

中央東線の高速化促進・定時性確保、利便性向上、沿線地域の振興を目的に

関係団体と連携・協力し事業を実施負担金

総会・要望活動の実施：総会１回出席（８月）、JR東日本㈱及び国土交通

省に対する要望活動（９月）

負担額：200千円

補助対象事業者：長野電鉄㈱、補助額：625千円

3
地域鉄道交通系ICカード導入支援

事業補助金

鉄道の利便性向上・利用促進のため、交通系ICカード導入に対して支援補助金

補助対象事業者：長野電鉄㈱、しなの鉄道㈱

補助額：443,563千円（前年度繰越分）

2
利用者にやさしい駅舎の整備事業補

助金

鉄道駅のバリアフリー化を推進するため、事業者が実施するスロープ設置等の事業に

対して支援補助金

実施方法

1
地域鉄道安全性向上支援事業補助

金

鉄道路線の安全性向上のため、必要な設備整備に対して支援補助金

補助対象事業者：長野電鉄㈱、しなの鉄道㈱、上田電鉄㈱、アルピコ交通㈱

補助額：434,164千円（前年度繰越分含む）

No.

部局
企画振興部

交通政策局
課・室 交通政策課

令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

事　業　名 鉄道振興対策事業費

千円千円千円

細事業を構成する主な取組

事業番号 02 09 02 細事業一覧（令和７年度実施事業分）

R5年度

決算額

1,152,706474,503591,584

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

1

細事業

No.

R7年度

決算額

R6年度

決算額
細事業名

鉄道振興対策事業費



しなの鉄道設備投資資金等借入金

損失補償

しなの鉄道の設備投資資金等借入金の金利負担を軽減するため、県が金融機関

に対し損失補償を実施直接

事業者の要望に基づき損失補償を実施（３月）

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

細事業

No.
細事業名

3 しなの鉄道設備投資資金等借入金損失補償

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 北陸新幹線建設促進同盟会負担金

同盟会が建設促進等に係る国等への要請活動、建設促進に関する調査研究及び

広報等を実施

総会開催、要望活動を１回実施

千円 千円

No.

細事業

No.
細事業名

2 北陸新幹線建設促進費

負担金

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

1,800 1,800 1,800

1

千円

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額
債務負担行為

（元金1,000,000千

円及びこれに対する利息

（遅延利息を含

む）相当額並びに補償

履行日までの利息）

債務負担行為
（元金970,000千円

及びこれに対する利息

（遅延利息を含

む）相当額並びに補

償履行日までの利息）

債務負担行為
（元金1,500,000千

円及びこれに対する利息

（遅延利息を含

む）相当額並びに補償

履行日までの利息）

千円 千円 千円


